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1985年以降の急速な円高により我国企業の海外直接投資は増大し,ーマレー

シアにおいても電機産業を中心に日系企業の進出が相次いだ｡同国に進出した

日系企業は円高のもと現地調達を拡大し,現地企業との取引も増大した｡これ

はマレーシア政府の希望と合致するものであったが,同国における日系企業の

プレゼンスが高まるなか,中小企業育成策の一環として下請け企業(Vendor:

ベンダー)を育成すべき大企業 (AnchorCompany:アンカー企業)に日系

企業6社が1993年7月に指定された｡次いで1994年に入り,新たに日系企業

を含む21社がアンカー企業に指定され,これら企業と現地中小企業とのさらな

る連関の強化が企図されている｡本稿では同国の中小企業育成策とこれに協力

する日系企業の実態を現地調査をもとに考察する｡

以下,第1節ではマレーシアの中小企業の実態と中小企業育成策を,そして,

第2節では中小企業政策のうちベンダー育成プログラム (VendorDevelop-

mentProgramme:VDP)を取り上げる｡第3節では日系アンカー企業に

よるベンダー育成の実態を考察し,最後に我国企業の国際経営の視点から

VDPの位置づけを探ることとする｡

日系企業の間に企業市民としてホスト国の政策に協力するという姿勢が現れ

はじめたことも重要であるが,本稿ではそれに留まらず,マレーシア政府が外

資系企業を活用したVDPを進める要因や日系企業が現地企業の育成にまで
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踏み込んでゆく要因までも捕らえることに努める｡

第1節 マレーシアの中小企業と中小企業政策1)

マレーシアにおいても中小企業の重要性は独立後の早い時点から認識されて

おり,これまで種々の政府機関が中小企業の育成に関与してきた｡1992年に

中小企業関連の諸施策を実施する機関の見直しと,中心となる5省庁とその主

要な役割が明確化されるまで実に13の省庁と30の機関が何らかの形で中小企業

育成行政に携わっていた｡そして,各機関が政策の実施目的に応じて独自の中

小企業の定義を設定していたため,統一された定義すら存在しなかったのであ

る｡ただし,一般的には工業調整法のもとライセンスの取得を必要とする最低

限の基準 (現在は資本金 :250万リンギ未満2),従業員数 :75人未満)がほぼ

中小企業の定義と同義とみなされてきた｡しかし,この基準も時として変更さ

れたため依然として唆昧さは残ったのである｡その結果,中小企業の実態を把

握し,これらの育成策をより強化するにあたり,明確な定義の必要性が認識さ

れることとなり,現在では資本金250万リンギ未満であることが中小企業の統

一的定義とされ,とりわけ資本金50万リンギ未満の企業を小企業と定義してい

る｡マレーシアの中･長期工業化マスタープランでは資本金ではなく従業員数

による中小企業の定義付けが提案されていたが3),これが採用されることは

1)これまでのマレーシアの中小企業政策の歴史的展開についてはCheePengLim,

STnallIndustryinMalaysia,BeritaPublishing,KualaIJumpur,1986･
ch.4を参照のこと｡その他マレーシアの中小企業政策についてはIsmailMuhd

SallehandIJatifahRahim eds.,EnhancmgZntra-IndustryLinkages

TheRoleofSmallandMediu･m ScaleIndustries,InstituteofStrategic

andInternationalStudies,KualaLumpur,1992.及びFongCh礼nOnn,
"IndustrializationinMalaysia:RoleofSmallandMedium ScaleIn-

dustries,''inAmbrinBuanged.,TheMalaysiaEconoTnyinTransi-
tion,NationalInstituteofPublicAdministration,KualaLumpur,
1990.などを参考とした｡

2)リンギはマレーシアの通貨単位｡1992年平均で1リンギは約47.8円,1993年 8月

時点では41.0円であった｡
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なく,さらに,これまで一般に用いられた従業員数が資本金と併記されること

も見送られたのである｡

マレーシアでは1957年の独立以降急速に工業化が進展したが,中小企業の

重要性の認識とは裏腹に製造業部門では相対的に規模の大きな外資系企業と公

企業が工業化を牽引する面が強く,これらの製造業に占める比重は大きい4)｡

これは同国が外資に対して,ある程度の出資比率規制などはおこなうが,比較

的寛容であったことや同国の社会,経済政策の要諦となるブミプトラ政策5)

の下マレ一系住民 (ブミプトラ)の製造業部門への進出の受け皿として中央政

府や州政府により公企業が多数設立されたことなどによる｡さらに政府の税制

上の優遇措置も1980年代央までは投資額,従業員数などが基準となるなど各

種インセンティブも大企業に有利であったことは否めない8)｡ また,マレー

シア現地企業内では中国系企業の比重が依然として大きいことも同国の製造業

部門の特徴といえよう｡ このような状況下での中小企業の実態を記した限られ

た情報としては通産省が公表した1988年の調査がある｡ これによれば製造業

部門には28,335の企業が存在し,このうち92.6%が中小企業であった｡そし

て,これら中小企業は製造業部門での総雇用の40.2%を占め,総付加価値の

19.6%を占めていたO企業数に比して雇用と付加価値における中小企業の相

対的比重の低さを読みとることができる｡また,中小企業における労働生産性

と労働者一人あたりの資本装備額は大企業のそれを大きく下回っており,中小

企業においてはそれぞれの数値は11,900リンギと12,300リンギであったが,

3)UNIDO,MediuTnandLongTerm IndzLStrialMasterPlanMalaysia
1986-1995ExecutiueHighlights,UNIDO,KualaLumpure,1985,p.92.
4)マレーシア統計局の1990年の工業サーベイによれば外資系企業は企業数では全サ
ンプルの14.4%を占めるにすぎないが,生産額,雇用者においてはそれぞれ44.2
%,41.7%を占めていた｡同じく公企業は企業数では3.4%,生産額,雇用者では
それぞれ16.6%,7.7%を占めていた｡
5)マレー系,中国系,インド系住民からなる多民族国家であるマレーシアにおけるマ

レー人優先政策であり,マレー人の経済的地位の向上を目的とする種々の政策が含

まれる｡ブミプトラとはマレー語で土地の子を意味する｡

6)1986年に発布された現行の投資促進法のもとでは企業規模に関わりなく法人税の
免除などの優遇措置を申請できる｡
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大企業の場合はそれぞれ33,700リンギと45,400リンギであった7)｡ 産業別の

分布に関する他の調査では小企業は主に食品,木材,金属加工,建築資材産業

に多くみられ,一方,中企業は電機,非鉄,輸送機器,及び食品産業に多くみ

られた｡

マレーシアにおける中小企業の重要性は現在のマレーシアの経済発展の方向

付けをした第2長期展望計画1991-2000や第6次マレーシア計画 (1991-199

5)並びに工業化の方向性を規定した中･長期工業化マスタープランにおいて

も指摘されている｡さらに,西暦2020年までに先進国入りを目指すというVi-

sion2020においても中小企業の重要性が説かれている8)｡ これらにおいては

中小企業の果たすべき役割として,大企業へ部品などを供給するサポーティン

グ･インダストリーを形成し,これによる産業内及び産業間連関の強化に貢献

することがあげられている｡さらに中小企業自身の発展により製造業での産業

構造の拡大と深化が期待されている｡換言すればマレーシアの製造業部門に内

在する弱点,即ち大企業と中小企業間の連関の欠如9),または裾野産業の不

荏,そして中小企業における前近代的な生産活動の克服がうたわれているので

ある｡これらのうち中小企業側に起因する発展を制約する要因としては不十分

な資本,経営管理及びマーケテイング能力の欠如,そして限られた生産能力と

7)数値 は Ministry ofInternationalTrade and Industry Malaysia,

MalaysiaInternationalTradeandIndustryReport1993,Government

Publishing,KualaLumpur,1993,p.188.によった｡また,中小企業に関す
るデータの不足が指摘されており,これが翻って政策の策定を困難にする要因とも

なっている｡

8)以下を参照した｡

Malaysia,TheSecondOutlinePerspectivePlan1991-2000,Govern-

mentPublishing,KualaLumpur,1991,p.133.

Malaysla,SixthMalaysiaPlan1991-1995,GovernmentPublishing,
KualaLumpur,1991,pp.143-145.

UNIDO,op.cit.,p.83.
Mahathir Mohamad,''Malaysla:TheWayForward,''inAhmad
SarjiAbdulHamided.,Malaysia'sVision2020,PelandukPublica-
tions,PetalingJaya,1993,pp.412-413.

9)Pong°hanOnn,op.cit.,pp.121-123.
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旧式の技術の使用があげられ,これらが相侯って製品の高価格化と低品質,柄

期の遅れをもたらし,大企業への製品の供給を困難なものにしている｡以上か

ら引き出される中小企業が直面する実態面の問題点を通産省のレポート10)な

どから抽出すると以下のものがあげられる｡

･金融機関の融資へのアクセスが容易でない

･劣悪な立地環境 (住宅との混在や不法占拠地での立地など)

･技術支援が受けにくい

･熟練労働力の不足

･ビジネス情報の欠如

･各種支援サービスへのアクセスが容易でない

上記の問題点を解決するためにマレーシア政府は様々な中小企業支援政策を

実施してきたが,関係省庁の役割分担の見直しにより機能的な支援策が遂行さ

れるようになったのは近年のことであるといえよう｡一方,マレーシアでの民

間活力の利用,民営化の流れに沿って,長期的には中小企業支援についても民

間企業による支援を充実させ,これにより政府による直接の支援を徐々に縮小

し,政府はインフラストラクチャーの整備など民間企業で代替できない分野に

力を傾注するとしている｡また,中小企業育成は工業化政策の柱の一つとなっ

ているが,これも前述のブミプトラ政策の文脈のなかで理解される必要があ

る｡特に同政策では商工業部門へのブミプトラの参入促進が企図されているた

め,中小企業育成においてもまずその主眼となるのはブミプトラ企業である点

は留意されるべきであろう｡

現行の中小企業政策は1992年 1月7日の国家開発委員会のガイドラインの

もとその実施主体はそれまでの13省庁と30機関から主要5省庁へと大幅に簡素

化されたが,この統合化,簡素化自体が中小企業政策の-課題となるほどこれ

まで実施機関が多岐に渡っていたのである｡1994年中には中小企業庁の設立

も予定されているが,現行の中小企業政策において中心となる5省庁とは通産

10)MinistryofInternationalTradeandIndustryMalaysia,op.cit.,ch.9.
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省,大蔵省,科学技術環境省,人的資源省,総理府であり,これら5省庁が中

小企業育成のための以下の7つの政策パッケージの実施主体となる11)0

(a) 市場促進パッケージ (通産省)

(b) 投資インセンティブ･パッケージ (通産省)

(C) 技術開発パッケージ (科学技術環境省)

(d) 人的資源開発パッケージ (人的資源省)

(e) 金融支援パ ッケージ (大蔵省)

(f)インフラストラクチャー整備 (総理府)

(g) ブミプトラ商工業コミュニティー開発パッケージ

それぞれの政策パッケージはいくつかのより具体的な政策を包含している

が,これらの政策パッケージは独立に機能するのではなく互いに有機的に結合

しあい,全体として中小企業の発展に資するものである｡

第2節 ベンダー育成プログラム (VDP)

本節ではマレーシアの中小企業育成策のうち,前述の通産省の管轄下にある

(a)市場開発パッケージに含まれるVDPのこれまでの経緯,内容さらに

はその特徴について考察する｡

VDPは国民車の生産を目的に1983年にマレーシア重工業公社,三菱自動

車,三菱商事の合弁で設立された国策企業PerusahaanOtomobllNasional

Berhad(略称Proton:プロトン)において1988年12月に開始されたプロト

ン･コンポーネント･スキーム (ProtonComponentScheme:PCS)にま

で遡ることができる｡PCSのもと同社はベンダーとなる中小企業 (ただし,

70%以上をブミプトラが出資する企業で従業員の55%以上がブミプトラである

こと)に対する政府融資の窓口となり,さらに育成すべきベンダーの製品を優

ll)実際には制度調整も政策パッケージの一つに入っており,合計8個の政策パッケー

ジが存在することになる｡
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先的に購入することとなった｡1993年の時点でプロトンのベンダーのうち19

社がPCSのもと政府の融資を受けていた｡プロトンの場合は国策企業である

ため,同社によるマレーシア国民車プロジェクトの目的のなかに自動車関連産

業の育成,発展,裾野拡大と並んでブミプトラの自動車産業への参加があげら

れていた｡そのため意図的にブミプトラ企業,特に中小企業の参加の機会を創

出しており,116社のベンダー中62社が中小企業であり,プロトンの中小ベン

ダーからの購入額は6億5千万リンギにのぼっている｡また,全ベンダーの約

半数がブミプトラ企業であった12)0

プロトンはPCSの対象になるベンダーのみならず他のベンダ-の育成にも

熱心であり,主にベンダーへの巡回により個々のベンダーの技術力と品質管理

能力の向上に努め,必要に応じてベンダーが主として日本企業と技術提携する

際の橋渡しもしている13)｡

この自動車産業におけるベンダー育成に続き1992年6月に電機産業におい

てもVDP (電機 ･電子コンポーネント･スキームであり,育成の対象となる

中小企業はプロトンの場合と同じである)が導入され,地場資本のサプラと日

系のシャープ･ロキシーがアンカー企業に指定された｡ちなみにサプラと

シャープはVDPのもと1994年3月までにそれぞれ5社と4社のベンダーを

新たに開拓している｡以上の3社のケースではVDPはアンカ-企業と政府

の協力によるベンダーの育成,即ち ｢2者協定｣(DualArrangement)で

あり,政府からのベンダーへの融資を伴った中小企業育成策であった｡

これらに続いてマレーシア政府は1993年以降の8年間に新たに80社のアン

カー企業により800社の中小ベンダーを育成する計画を立て,1993年4月に｢3

者協定｣(TripartiteArrangement)というコンセプトを導入し,通産省,

アンカー企業,民間金融機関の3者の協力による中小企業育成が企図されたの

であるOこのコンセプトに基づき,アンカー企業は選定したベンダーからの部

12)MinistryofinternationalTradeandIndustryMalaysia,op.cit.,p.
190.及びプロトンとマレーシア通産省でのヒアリングによる｡

13)プロトンでのヒアリングによる｡
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品などの購入を優先することにより彼らに市場を保証し,必要に応じて技術や

経営面の支援を行い,主にアンカー企業のメイン･バンクである金融機関が必

要な資金の融資を担当,そして通産省が全体のコーディネートをおこなうので

ある｡この ｢3者協定｣のもと,1993年 4月にランド･アンド･ジェネラル

が家具のアンカー企業となり,続く7月に日系の電機メーカー6社がアンカー

企業となった｡

これら日系アンカー企業の選定については,まず通産省からマレーシア日本

人商工会議所に対してVDp-の協力要請があり,これを受けて,同商工会

議所の工業部会のメンバーのうち6社が参加の意志を表明するという形で決定

された｡通産省は日系企業のみならず他の外資系企業にも同様の要請をしてお

り,1994年 1月に新たに13社がアンカー企業となり,さらに7月に7社が加

わりアンカー企業の総数は30社となった｡これら新規にアンカー企業に指定さ

れた企業も日系企業を中心とする外資系企業であった｡

後述するように1993年 7月にアンカー企業となった日系企業 6社のうち1

社を除いては典型的な輸出指向企業であり,マレーシアを輸出基地とするため

進出した企業である｡VDPのもと初めて本格的な輸出指向企業がアンカー企

業となったのである｡さらに留意すべき点はこれらの企業を含めアンカー企業

は多くのベンダーを持ちうるものが望ましいことから,セットメーカーがなる

ケースが多いことである｡

これまでの経緯を振り返ると第 1号のアンカー企業であるプロトンでの

PCSの成功が VDPの中小企業育成策としての有効性を立証し,その後の

VDPの拡大へとつながったといえよう｡ そして,通産省もVDPを中小企業

育成策の中心､に位置づけている14). 以下では,まずVDPの有する利点や特

徴を他の中小企業育成策との相違点に注意しながら明らかにしたい｡

第 1にVDPのもとでの中小企業育成は個々のベンダーの育成であるため

その対象が明確であり,その結果,焦点を絞りこんだ育成が可能となる｡アン

14)マレーシア通産省でのヒアリングによる｡
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カー企業側の担当者がベンダーに出向き,ベンダーに不足する経営資源がアン

カー企業の目を通じて把握され,これらを補うべく適切な支援がなされうるの

である｡第2にVDPではアンカー企業が総合コンサルタントの役割を果た

しベンダーを育成する.これまでの中小企業育成策では,例えばマレーシア工

業規格研究所が技術面でのコンサルタントとなることはあっても,それはあく

までも技術面など企業活動の一側面のみをカバーするものであり,断片的な支

援しかなされなかったが,VDPのもとではアンカー企業が包括的な支援をお

こない,特に ｢3者協定｣では資金面は指定された金融機関が担当することと

なる｡第3にアンカー企業によるベンダー育成は政府機関によるそれと異な

り,ビジネスに直結するため,お互いに妥協が許されないという厳しさと緊張

感が伴う｡ そのうえアンカー企業とベンダーとの取引関係は継続的なものであ

るため,指導や支援も継続的となり,アフタ-･ケアもおこなわれることとな

る｡さらに,ベンダーはアンカー企業の需要にあわせた計画的な投資が可能と

なるため投資効率が高まると考えられる｡

また,VDPは視点を変えると前述のマレーシアの民活化の流れに沿う外資

系企業の活用という側面も持っ ｡即ち1980年代後半以降の外資導入を挺子と

した工業化をより実り多いものとするため,プレゼンスの高い外資系企業がア

ンカー企業となることによりこれら外資系企業と国内企業の連関の強化を促進

する政策の一環とも理解されうる｡換言すれば,多国籍企業の進出による波及

効果を政府が積極的に創出しようというものである｡国連でも多国籍企業の直

接投資による現地企業との連関の創出を低開発国の工業化の一助と位置づけて

いるが15),vDPもこの流れに合致するものである｡

さらにVDPはルック･イースト政策16)をとるマレ-シアが我国の系列を

明らかに意識してその導入をはかったものである｡系列システムを活用しての

15)United Nations,WorldITWeStTnentReport1992TransnationalCorpo-

T･ationsasEnginesofGrowth,UnitedNations,NewYork,1992,p.120.
16)1981年にマハティール首相が唱えた日本,韓国の経済発展,労働倫理などに学ぼ

うとする政策｡
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中小企業育成または振興策は既に韓国,台湾,シンガポールなどのアジア

Niesにおいて実施されており17),マレ-シアが初めてではない｡もちろん我

国の系列システムをそのまま経済･社会環境の異なる同国に単純に移転するこ

とは困難であろう18)｡ マレーシアという ｢場｣に適した形に変形したうえで

の移転が必要であるが,プロトンにおけるベンダー協会の設立や後述するよう

に日系アンカー企業の擁するベンダ-の増大及び協力会の設立が一部でみられ

るなど系列に類したものの萌芽がみられる｡

第3節 日系アンカー企業によるベンダー育成

本節では1993年11月の調査をもとに同年7月に指定された日系アンカー企

業6社の概要と現地調達に関連する事項,これまでのベンダー育成を振り返

り,ついで,これら企業のVDPのもとでの現地中小ベンダー育成を検討す

る｡

表1は日系アンカー企業6社の概要をみたものである｡設立時期をみると,

6社のうちB,Dの2社を除いては円高以降に進出した比較的歴史の浅い企業

であることがわかる｡ただし,円高以降に進出した4社についてもその親会社

は早い時期から海外進出を盛んにおこなっており,特にシンガポールでの子会

社経営に長い実績を持っている｡企業規模を資本金,従業員数からみると6社

ともマレーシアでは大規模な企業と言える｡日本側の出資比率はマレーシア国

内市場を指向し,操業の歴史も長く,株式も上場しているD社では低いが,輸

出指向企業である他の5社は日欧の合弁であるA社を除いては日本側の出資比

率が高い｡C社,E社においては円高以降に増加している日本の親会社とシン

17)主に高田亮爾 ｢アジアにおける日系進出企業と企業間分業関係｣日本中小企業学会

編 『新しいアジア経済圏と中小企業』同友館 1994年所収を参考とした｡
18)主に高田亮爾前掲書,小野五郎 ｢日本におけ■る下請生産構造の変遷｣北村かよ子編

『機会産業の国際化と部品調達』アジア経済研究所 1990年所収,港徹雄 ｢タイ
における企業間分業と信頼材の蓄積｣北村かよ子編 『ASEAN機械産業の現状と

部品調達』アジア経済研究所 1992年所収を参考とした｡



表1 日系アンカー企業の概要

設立年 資本金 (万リンギ) 従業員

出資比率 (%) (人)

A社 88年 7,000
日本 50%
他の外資50%

B社 72年 2,250
日本 80%
現地 20%

C社 89年 2,000
日本 80%
シンガポール20%

D社 65年 3,250
日本 43.1%
現地 56,9%

E社 87年 3,000
日本 76.7%
シンガポール23.3%

F社 88年 9,600
日本 100%

(出所)筆者の調査による｡

2,700

1,600

1,600

2,200

5,000

2,100

主要製品 主要市場

AV機器 米国 (70%)

エアコン 米国,日本,

香港,中東

AV機器 北米 (80%)
アセアン (15%)
日本 (5%)

家 電 国内70%
海外30%
(東南アジア,日本,

米国,中東)

AV機器 米国 (53%)
欧州 (16%)

AV機器 米国 (45%)
日本 (25%)
中東 (22%)

現地調達率

(金額ベース)

マレーシア33%
他のアジア33%

83%

70%
(含むアセアンから

の輸入)

50%

60%

その他シンガポール

から25%

60%

その他シンガポール

から25%

ベンダー数

マレーシア国内50社
シンガポール他50社
(うち日系33社)
ただし,金額的には日系かヽb
が90%
マレーシア国内81社
マレーシア企業49杜
日系企業 29社
欧州系 3社
海外47社
マレーシア国内 70杜
マレーシア企業20社
日系企業 50社
マレーシア国内246社
マレーシア企業209社
合弁企業 37社 (日系中心)

145社
マレーシア国内企業約90社
うちマレーシア企業は約30社
他は日本,シンガポールなど

海外のベンダー｡

120社
マレーシア61社
(うち日系39社)
シンガポール59社
(うち日系51社)
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表2 日系セットメーカーの現地調達率

92年度

0-10%
ll-30%
31-50%
51-70%
71-100%

合 計

)
)
)
)
)

%
%
%
%
%

13
16
27
35
9

(
(
(
(
(

社

社

社
社

社
社

6
-

12
16
4
45

(出所)マレーシア日本人商工会議所貿易投資委員会

『日本マレイシア経済協議会第16回合同会議資料』1993年 p.150

表3 現地ベンダーからの調達阻害要因

要 因 回答セットメーカー数

品 質

納 期

サービス

機 能
コ ス ト

84社 (47%)

31社 (17%)
28社 (16%)
21社 (12%)
15社 (8%)

(注)複数回答

(出所)マレーシア日本人商工会議所貿易投資委員会前掲書 p.190

ガポールの子会社との合弁の形態をとっている｡また,輸出指向企業の場合,

主要市場は米国,日本,欧州,アセアンなどとなっている｡日系アンカー企業

6社の現地調達率は33%から83%の範囲内にあるがA社を除いては50%を超え

ている｡表2にあるように日系セットメーカーの1992年度の現地調達率の分

布をみると51%から70%のカテゴリーが16社と最も多く,ついで31%から50%

(12社)となっている｡これらセットメーカーは電機と輸送機器産業に属する

企業が大半を占めると思われるが,日系企業の産業別進出状況を勘案すれば,

電機産業のセットメーカーが中心となろう｡ そのなかで日系アンカー企業が特

段現地調達率の高い企業ばかりという訳ではない｡現地ベンダーからの調達を

阻害している要因としては表3にあるように品質,納期,サービス,機能,コ

ストがあげられ,特に品質に対する不満が大きいが,これは日系アンカー企業

においても当てはまるといえる｡一方で,A,E,F社のように近隣諸国,特
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表4 日系企業のベンダー数
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ベンダー数

1-5社

6-lo柾

1ト20社

21-30社

31-50杜

51-100社

101社-

日
日

241

計 1 4 2 1
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㈲
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1 3 7 1 41 5 3 13 82

(1) (1) (3) (1) 助 (5) (1) (5) 縫物

(注)括弧内は日系ベンダー｡

(出所)日本貿易振興会クアラルンプール･センター『NIES,ASEANにおける日系製造業企業の活動

状況:マレーシア』日本貿易振興会,クアラルンプール,1992年,p.130

にシンガポールからの調達が多い企業がある｡これら企業の場合,既述のよう

に同一グループ内の子会社がシンガポールに早くから進出していたことも影響

していると考えられる｡日系アンカー企業のベンダ-数は70社から246社まで

幅があるが,その数は表4にある日系企業のベンダー数と比較しても多い｡た

だし,マレーシア国内のみならずシンガポールなどの海外のベンダーもかなり

の数にのぼる.また,日系セットメーカー全体としては現地ベンダーとの取引

が増大しているが,取引相手が特定の現地企業に集中していることも指摘され
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ている19).マレーシア国内のベンダーについても歴史の古いB社,D社を除

いては日系のベンダーの比率が高くなっている事実も見逃せない｡

日系アンカー企業の現地調達を考察するにあたり留意すべき点はアンカー企

業の購買に関する独立度,自立度である｡何故なら日系アンカー企業の親会社

または,シンガポールの地域統括本部 (OperationalHeadquartor:OHQ)

や国際調達本部 (InternationalProcurementOffice:IPO)が部品の購入

につき決定権を有しているなら,これらアンカー企業の自由裁量の範囲は規定

され,現地調達,ひいてはベンダーの育成に影響を与えると考えられ,これま

で,特に円高以前には,一般に輸出指向企業は本社の世界戟略にもとづいて

100%日本側出資の形態で設立され,部品の調達を含め親会社のコントロール

が強いとされていたからである｡しかし,ヒアリングの結果,部品の調達は現

地の裁量にゆだねられる面が強く,6社の回答は概ねこれら企業の購買に関す

る自立度の高さを示しており,シンガポールのOHQやIPOからの購入は限

られたものであった｡この背景にはマレーシアとシンガポールへの日系部品

メーカーの進出と両国の地理的近接性などによりOHQやIPOの介入を必要

としないほどに両国の経済の一体化が進んでいることがあげられよう20).ま

た,電機産業に属する大手セットメーカーの場合,事業部制をとる企業が多く,

各事業部と本社の調整の煩雑さがOHQやIPOの関与の範囲を狭めているこ

とや,現実にOHQやIPOで周辺国のグループ企業でのアゼンブリーに必要

な多数の部品について,調達元が多様化するなか,これをすべて管理すること

は困難であり,これらが管理する部品は電子部品,プラスチック資材など一部

に限られるのが実状である｡その一方で依然として現地ベンダーから供給され

る部品のテストについては親会社に依存するケースが多い｡

さらに,部品調達に関して特徴的な点として,一部のアンカー企業を除いて,

19)マレーシア日本人商工会議所貿易投資委員会 『日本マレイシア経済協議会第16回合

同会議資料』1993年 p.190
20)両国経済の一体化については青木健 『輸出志向工業化戦略 マレーシアにみるその

光と陰』日本貿易振興会 1993年 第6章を参照のこと｡
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表5 現地ベンダー育成策
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(出所)日本貿易振興会クアラルンプール･センター前掲書

シングル･ソーシンダをあげる事ができる｡一定以上の技術力を持つベンダー

の数が限られており,特定の部品に関しては特定のベンダーがほぼ全量納入す

るケースが多い｡

つぎに現地ベンダ-の育成についてであるが,表5にあるようにJET_RO

の調査によれば日系企業は現地ベンダーに対して企業巡回,技術者の派遣,機

械の貸与などの支援をおこなっている｡日系アンカ-企業6社についてもアン

カー企業になる以前におこなっていたベンダー育成については日系企業全般で

見られた育成策と同じく基本的にはベンダーの巡回や技術者の派遣がその中心

であった｡ただ,B社とD社においては特に充実したベンダー育成をおこなっ

ていたので,これらについて,概要を述べておく｡

B社のケース

同社は,過去4年にわたり,当初の2年間は毎年10社の特に問題のあるベン

ダーを選び,品質や経営についての監査を毎月おこなってきた｡これにより問

題点が抽出され,それに即した対策を講じることができるようになり,成果を

あげている｡そのため一昨年には対象を15社に増やし,昨年はさらに25社に拡
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D社のケース

同社はこれまでも個別企業の問題点の原因追求や解決に協力してきたが,

1989年からは親会社の OBが月に1度ベンダーを訪れ,実際に不良品をみて

対策を協議し,それに関連して組織の改善やベンダ-への動機付けをおこなっ

ている.さらにマレーシア人のトレーニーが週に1度これらのベンダーを訪問

し,フォロー･アップをしている｡1989年に5社,翌1990年にさらに5社が

追加され計10社を対象にこのような活動をこれまで続けている｡ これによりベ

ンダーの経営者の意欲が目に見えて向上した｡

これまでの日系アンカー企業の実態を前提として以下ではVDPのもとで

の日系アンカー企業による中小ベンダー育成について考察する｡実際にはこれ

ら日系アンカー企業6社の間である程度の計画のすり合わせがあり,大枠では

共通点が多い｡なおかつ,既に各社ともベンダー支援の経験があるため,基本

的にはこれを踏襲することになる｡具体的には各社ともベンダー育成の担当部

署は購買部を中心とし,これに経理,技術,品質管理などの部署の人員も参加

する形式が多い｡人数的には購買部の2名が直接担当する企業から複数の部署

にまたがり5名が直接新たな中小ベンダー育成に関与する企業もある｡いずれ

のアンカー企業もまずおこなうことは製品の購入を保証することであり,その

ために必要な技術支援をおこなうとしている｡これはアンカー企業からのエン

ジニアや QC担当者の派遣に始まり,機械の購入及びレイアウトのアドバイ

スにまで及ぶ｡さらには,必要に応じて本社からの専門家の派遣や,日本での

研修を考えている企業もある｡また,アンカー企業はセットメーカーであるた

め特定の部品の生産技術を有しない場合があるが,その際にはプロトンのケー

スのように日本の系列企業による指導やかれらとマレーシアのベンダーの技術

提携を検討している企業もあった｡アンカー企業にとっても現行のVDPの

もとでの現地中小ベンダー育成は初めてのケースであり,担当者は日本人であ
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るケース多いが,これらの企業でも今後現地人スタッフに担当が移管されて行

く予定である｡なお,アンカー企業は通産省に対して計画の進展について3カ

月に1度の報告義務がある｡

新規に育成するベンダーの分野についてはまだ決定していないアンカー企業

もあったが,プラスチック,ゴム,メタル成型,樹脂,精密部品などが候補と

してあげられていた｡各社ともまずは1社か2社のベンダーの育成から始める

考えであったが,ヒアリング時点での取り組みの進度については多少の相違が

あり,すでに10数社の企業を訪問し,うち2社にサンプルの作成を依頼してい

た企業や,具体的に絞りこんだベンダーと今後の中･長期計画を共同で作成し

始めた企業もある反面,ベンダーの選定はこれからという返答をする企業も

あった｡概して日本人マネージャーが率先してベンダーを開拓している企業に

おいて進展度が高いように思われる｡育成の対象となるベンダーは当初ブミプ

トラ企業とされていたが,その後マレーシア資本が70%以上である中小企業に

変更された｡しかし,同国のブミプトラ政策を考慮し,各社ともブミプトラ企

業を選定する予定であった｡

日本人マネージャーらとのヒアリングで彼らが強調していたことは,VDP

のもとでの中小ベンダー育成の成否はベンダーの経営者の意欲にかかっている

という点であった｡換言すればそれ以外の経営資源はアンカー企業の支援によ

り獲得できるということである｡これまでのベンダーの育成と異なりVDP

のもとでの育成は政府の中小企業育成策に協力するものであるから,当然のこ

とながらベンダー育成の義務が生じることとなる｡そのため,これまで以上の

エネルギーを傾注せねばならないとの認識があるのも事実である｡しかも現行

の制度のもとではアンカー企業に対して何らかの優遇措置が与えられる訳では

ない｡

前述のように｢3者協定｣のもとVDPに参加する民間金融機関はアンカー企

業のメイン･バンクであり,彼らは今回の VDPのもと利子率5%の特別

ローンをベンダーのために用意している｡そして,通産省はベンダー候補企業

のリストをアンカー企業に提示することをはじめとして全体のコーディネート
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をおこなう｡

日系アンカー企業6社の ｢3者協定｣のもとでの中小企業育成は緒についた

ばかりであるが,過去のプロトンなどの ｢2者協定｣によるベンダー育成が成

功を納めていることなどを勘案すれば,民間金融機関が参加することを除いて

基本的に同様なプログラムであり,前例もあるため一定の成果は期待できよ

う｡ また,アンカー企業はいずれも大企業であるためVDPのもとでのベン

ダー育成に伴う負担増にもある程度対処しうるであろう｡ しかし,実行面でア

ンカー企業が直面すると思われるVDP自身が内包する問題点も指摘されう

る｡第1点として,これまでのVDPでは私企業としての協力の範囲が明確

ではないように思われる｡今後の問題となろうが,アンカー企業がベンダー育

成についてどれだけの期間,そして,どの段階まで支援を継続するかも検討を

要するであろう｡ 第2にこれまでのこれら日系アンカー企業のベンダーは必ず

しも中小企業でなく,アンカー企業の要求に答えることができる中堅クラスの

企業が多かったことと,それらの中には中国系企業が多かったことが指摘され

ており,企業規模や経験,技術力の面での違いから,今後のブミプトラ中小ベ

ンダー育成が必ずしもこれまで通りには行かない可能性もある｡第3としてベ

ンダーとなりうる現地中小企業の数が限られると予想されるため,アンカー企

業間でVDPのもとで育成しようとするベンダーが重複する可能性がある｡

この点についてはアンカー企業間並びに通産省の間で事前の調整が必要となろ

う｡

第4節 国際経営とVDP

日系企業による現地ベンダー育成の進展は円高後の日本企業の国際経営戦略

の変化によるところが大きく,VDP下の日系アンカー企業による中小ベン

ダーの育成もこの延長線上に位置する｡これらをマレーシアにおける企業間

ネットワーク21)の拡大と捕らえ,前節でみたセットメーカーである日系アン

カー企業6社を含め,対マレーシア直接投資の主役である電機産業を中心とし
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て考察する｡ここでは企業間ネットワークを種々の企業間関係を包括するもの

とするが,より具体的には企業間取引または企業間分業,及び企業間の経営資

源の移転という二つの側面に焦点をあてることとする｡そして最後に日系企業

の企業市民としてのあり方にも言及する｡

電機産業に属する日系セットメ-カーのマレーシアでの企業間取引または企

業間分業からみた企業間ネットワークの拡大を考察するに際し,まず,円高以

前の状況を概観する.日系セットメーカーのマレーシア進出は1960年代から

みられたマレーシア国内市場への供給を目的とした輸入代替企業と1970年代

に入り本格化した輸出指向工業化のもと自由貿易地区に進出した企業に大別さ

れる｡しかし,これら企業の企業間ネットワークは輸入代替,輸出指向を問わ

ずマレーシア国内では弱いものであったC輸入代替企業では輸出指向企業に比

べれば多少の連関はあったものの,いずれの企業においても生産に必要な中間

材,部品等は日本からの輸入に依存するものであった22).

ついで,円高以降の日系セットメーカーの対マレーシア直接投資における重

要な変化として新たな輸出基地の設立があげられる23)Q輸出基地であるため

その生産額は大きく,大量の部品を必要とするが,これら企業は円高のもと割

21)ここで言う企業間ネットワークは我国の系列と類似するものであり,実際,セット

メーカーと日系ベンダーとの関係はその形成過程は異なる部分もあるが,系列と同

義ということもできよう｡しかし,既述のようにアンカー企業である日系セット

メーカーと現地ベンダーとの関係は我国における系列とは異なる面を含むため,よ

り広義の意味を持たせるために企業間ネットワークを用いることとする｡マレーシ

アで日系企業が創出するネットワークや経営資源の移転については青木健前掲書第

3章などを参照のこと｡また,ネットワークという概念については寺本義也 『ネッ

トワーク･パワー』NTT出版 1990年,今井賢一 『資本主義のシステム間競争』

筑摩書房 1992年などを参照のこと｡

22)AnazawaMakoto,"FreeTradeZonesinMalaysia," HoktldaiEco-
nomicPapersVol.15,1985-86.,穴沢虞 ｢マレーシアにおける日系輸出指向
企業｣『経済学研究』(北海道大学)第37巻 第 3号 1987年及びAnazawaMako-

to,"JapaneseManufacturing Investmentin Malaysia," in Jomo

X.S.ed.,JapanandMalaysianDeLJelopTnent,Routledge,London,
1994.を参照のこと｡

23)ちなみに輸出指向であるこれらセットメーカーは自由貿易地区に立地するか,もし

くは保税工場の資格を得ており,輸入関税を威課されないという特典に浴してい
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高となる日本からの輸入の削減と部品の内製化をはかる一方で現地調達の増大

をはかった｡現地調達元には既存の日系ベンダーと新規に進出した日系ベン

ダー,さらには現地ベンダーが含まれ,このうち日系ベンダーはそれぞれの

セットメーカーの日本での系列企業と系列外企業に分類でき,新規進出の日系

ベンダーのなかには円高以降のセットメーカーのマレーシア進出に追随する形

で進出した企業も多い｡日系ベンダーは取引慣行や技術力によりセットメ一

カーとの取引において現地ベンダーよりも優位であると思われるが,生産コス

トにおいては現地ベンダーが優位性を持つ24) ｡ また,急速に増大する部品の

需要を日系ベンダーのみで賄うことはできず,現地ベンダーにとってのビジネ

ス機会は拡大していった.このようにして,セットメーカーを中心とした既存,

新規の日系ベンダー,現地ベンダーを包括した企業間ネットワ-クが構築され

たのである｡その結果,例えば日系アンカー企業の日系及び現地ベンダー数は

前節の表1で見たように多くを数えるに至っている｡この企業間ネットワーク

のうち,セットメーカーと現地ベンダーとの取引,分業関係の拡大がVDp

-の日系アンカー企業6社の参加の下地になったと考えられる｡

一方,現地企業にとっても日系企業のベンダーとなることにより売上の増大

が見込めるだけでなく,技術支援や経営ノウ-ウの入手などのメリットもあ

る｡また,品質管理に厳しい日系大手セットメーカーのベンダーとなることは

他の日系企業との取引の拡大を容易にするというメリットもある25)0

る｡また,円高以降元請けに追随する形やマレーシア及びその周辺国での需要増を

見込んで進出した部品メーカーの多くも同様の特典を享受している｡これは,1986

年の投資促進法のもとでの外資出資ガイドラインにより輸出企業に製品を販売する

企業も輸出指向とみなされ,1991年末にガイドラインが見直されるまで100%外資

の企業も認められたことによる｡この一連の日系企業の進出ラッシュはそれまで弱

い後方連関故に経済的飛び地とされてきた自由貿易地区や保税工場の日系企業間の

連関を高めることとなった｡さらに,現地企業とセットメーカーとの取引も拡大し,

その結果,自由貿易地区は急速にその飛び地的性格を消滅させ,国内経済に取り込

まれていったのである｡

24)日系企業では日本人派遣社員への高額の給与支払及び高額の機械の購入が生産コス

トにはねかえるため,品質など他の面を考慮せず生産コストのみを取り上げれば現

地企業が優位性を持ち得る｡
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以上はマレーシア国内で生じた企業間ネットワークの形成過程の概略である

が,このような企業間ネットワ-クはマレーシア国内のみならず周辺国を含め

東南アジア域内を包括して形成されっっある｡即ち,一国ではなく一地域での

企業間ネットワークの形成であり,日系セットメーカーと部品メーカーそれぞ

れの域内のロジスティックス戦略をもとに,現地企業を取り込みながら大手

セットメーカーが自社を中心とする企業間ネットワークを形成しているのであ

る｡

また,セットメーカーは東南アジア域内に複数の子会社を持ち,これら子会

社間で同一グループ企業内のネットワークを形成している｡前節でみたシンガ

ポールのOHQや IPOがこれらの企業内ネットワークの要となる場合が多い｡

そして,この企業内ネットワークと企業間ネットワークは縦糸と横糸の関係と

なり,両者によりセットメーカーの全体的なネットワークが織りあげられてい

るのである｡

上記の取引などを中心､とする企業間ネットワークの形成とも関連して,もう

一つの企業間ネットワークの側面として企業間での技術移転を含む経営資源の

移転があげられる｡VDPのもとでのアンカー企業によるベンダーの育成は,

それ以前におこなわれていた他のベンダー支援と同様,ベンダーに不足する経

営資源の移転という形をとるのである｡ただし,通常の現地ベンダー支援の場

合は技術面に重点を置くものが多いが,VDPのもとではその他の面を含めた

より広範囲な経営資源の移転といえよう｡ これらの企業間ネットワークの形成

に伴う経営資源の移転はアンカー企業からベンダーへのプラスの波及効果とみ

なすことができよう｡

経営資源の移転についてはこれまでは親会社から海外子会社への技術移転を

中心とした同一グループ企業内の経営資源の移転が盛んに議論されてきた｡し

25)TonKinWoonandYeohRokKheng,"TheRoleofJapaneseDirect
〉タ●

InvestmentinMalaysla, 1nInstituteofDeveloplngEconomiesThe

RoleofJapaneseDirectITWeStTnentinDevelopingCountries:Malaysia,

China,KoT･ea,Instituteof])evelopingEconomies,Tokyo,1993.及び筆
者のヒアリングによる｡
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かし,企業間ネットワークの拡大により,VDPに見られるような海外子会社

から現地ベンダーへの経営資源の移転がこれに加えられるようになったといえ

よう｡

セットメーカーの多くは前述のように輸出指向企業であるため現地ベンダー

の納入する部品は間接的に国際市場での競争に晒されることとなる｡当然のこ

とながら,製品が国際市場で競争力を持っためには,部品の品質の高さが要求

される｡前節でみたように現地ベンダーから調達できない理由として品質をあ

げるセットメーカーが最も多かったこともこれを裏付けている｡そして,品質

の向上のためにアンカー企業を含めたセットメーカーから現地ベンダーへ技術

的な支援がなされ,このような企業間技術移転とこれに付随するその他の支援

という形で企業間経営資源移転がなされることとなった｡さらに,アンカー企

業が特定の部品の生産技術を有しない場合は日本の系列企業にマレーシアのベ

ンダーへの技術支援を依頼するケースや技術提携を通じて経営資源の一部を移

転してもらうという形態も現れている｡

以上の二つの側面からみた企業間ネットワークの構築は主に日系のセット

メーカー側からの必要性に迫られて進展してきたものである｡このような企業

間ネットワークの延長線上に日系アンカー企業のVDp-の参加をとらえる

ことができるが,現地中小ベンダー育成の義務があるVDPにアンカー企業

として日系企業が名乗りをあげたことは,日系企業のマレーシア経済への貢献

の意志の現れ,即ち企業市民としてマレーシアの製造業部門の発展に進んで寄

与しようとするものとみることができる｡コスト･ベネフィット分析をおこな

えば,アンカー企業になることの経済的コストは少なくとも短期的にはベネ

フィットを上回ると思われる｡しかし,一方ではアンカー企業の社会的評価や,

日系企業全般の評価の向上に貢献するという間接的なプラス要因も否定Lがた

い｡いずれにせよ日系企業のプレゼンスが高まるなか,目にみえる民間ベース

での協力が促進されることは,望ましい方向である｡
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第5節 結 語

本稿ではマレーシアにおける中小企業育成策のうちVDPを取り上げ,そ

の背景と政策的含意を検討し,日系企業の対応状況を概観した｡これは視点を

変えると多国籍企業の低開発国への進出に伴うプラスの波及効果の具体的な内

容を提示するものであった｡また,第4節では日本企業の国際経営の観点から

VDPをいかに把握すべきかという点にまで言及した｡VDPは日本の系列を

意識したものである｡その系列のマレーシアへの移転即ち日本的企業間関係ま

たは社会システムの移転については本稿では簡単にふれるに留まったが,我国

の社会システムの部分的移転もしくは系列システムの海外への移転の可能性及

びその際移転されうる日本の社会システムに内在する機能的な側面などについ

ては別稿において検討を試みたい｡なお,本稿では産業としては電機を取り上

げたが,マレ-シアにおけるセットメーカーによるベンダーの育成については

自動車など他の産業においてもほぼ同様な展開がみられることを付記してお

く｡


